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第２回定例
市議会報告「健康保険証」の廃止に中止の声を！「健康保険証」の廃止に中止の声を！

　保育所では、基準制定以来74年間、４歳児および
５歳児は子ども30人に保育士１人という配置基準の
ままであり、一度も見直されていません。党市議団が
保育現場の要求に基づく改善策を求めて国への意見書
を提案したところ、前橋令明は反対しましたが他の会
派が賛成し採択されました。

　前橋民主商工会が提出した「就学援助の改善」を求
める議会請願は、日本共産党市議団が紹介議員となり
採択に全力を上げました。他の会派が反対したため不
採択となりましたが、党市議団は制度周知の充実や支
給対象の拡大などの市民要望実現に全力を挙げる決意
です。

　市内の放課後児童クラブは85か所。支援員358人
が5212人の児童を見守っています。
　党市議団は、国基準による運営助成だけではなく、
市独自に▼老朽・狭隘学童の増設改築、▼支援員の処
遇改善や市独自配置基準に
よる増員、▼利用料支援の
充実（ひとり親家庭や低所
得者への減免）などを求め
ました。

　気候変動の影響で猛暑が続いていま
す。党市議団は「電気代の大幅な値上
げで、エアコンがあってもつけないで
我慢する高齢世帯もあり、熱中症の危
険が高まっている。世田谷区では冷房
施設がある公共施設や民間施設の約250か所を『お休
み処』に指定し、飲料水も無料提供している。本市も
避暑シェルターを増設すべき。また高齢者へのエアコ
ン設置補助制度を再開すべき」と提案しました。

「保育士の配置基準の見直しを求める意見書」が採択 「就学援助制度の改善を求める請願」を他会派が不採択

学童保育の運営支援強化を 熱中症対策の強化を！

本誌の製作・折込には、政務活動費が充てられています。
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　いま、マイナンバーカードを
めぐる混乱は深まるばかりです。
マイナ保険証に他人の情報が登
録されたケースが全国で7400
件をこえるなど、トラブルは多
方面で多数に及んでいます。個
人情報の漏洩や命にかかわる重
大な問題が起きています。とこ
ろが、自民・公明・維新、国民
民主党は、先の国会で来年秋に
健康保険証を廃止してマイナン
バーカードと保険証を一本化す
るマイナンバー改正法を強行し
ました。

マイナ保険証の問題点を指摘
　党市議団は、「マイナ保険証を
持たない人は毎年『資格確認書』
の申請が必要になり、マイナ保
険証の保有者も５年毎の更新が
必要となる。『申請、更新』を忘

れたり、出来なかったら国保税
を払っていても『無保険』扱い
にされ、保険医療が受けられな
くなってしまう。どの世論調査
でも保険証廃止の『延期・中止』
が７割を超え、多くのメディア
や医療機関が『中止』や『見直
し』を主張している。本市も国
民皆保険を脅かす改正法の撤回
や、現行の紙の保険証の発行継
続と併用を国に強く求めるべき」
と質問しました。
　市当局は「今後も適切な保険
診療が受けられるよう医療機関
と連携する」と答えましたが、
国に保険証の発行継続を求める
姿勢は示しませんでした。
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　「介護を社会全体で支えよう」と
2000年４月に始まった介護保険
は、３年ごとの制度改定によって、
「家族の介護負担を減らす」「必要
なサービスを自由に選べる」など
の当初の理念が次々と後退してい
ます。
　党市議団は、「来年から始まる第
９期事業計画で国が検討している
保険料や利用料の更なる引き上げ
や介護給付の抑制などに反対の声

を上げるべき」と求めました。ま
た「年金から天引きする65歳以上
の月額保険料は市が決めるが、年
金が引き下げられ、物価が高騰し
高齢者はこれ以上の負担は限界で
ある。介護給付費の財源を50％が
税金（国が25％、都道府県と市区
町村が12.5％ずつ）で、50％が
保険料という仕組みの抜本的見直
しが必要。特に国の負担を増やし
て、保険料の引き上げを抑えるよ

う求めるべき」と指摘して見解を
求めました。
　市当局は「国の動向を見守りた
い」と述べたものの、「今後さらに
高齢化が進み市の介護事業財政も
ひっ迫し、介護保険料の引き上げ
も抑制する必要があるので国庫負
担の増額が必要と思う。国に求め
たい」と答弁しました。

　障害者手帳を持っていなくても要介護４・５の高齢者や心身の重
度障害者に国制度の月額27,980円の特別障害者手当てが支給され
ます。また。本市独自制度として、デイサービスなどを使っていて
も要介護４・５の高齢者を６か月以上、在宅で介護している市民に
年間８万円の高齢者介護慰労金を支給しています。
　さらに、市は要介護者を扶養している世帯対
象に所得税や住民税が控除される障害者控除の
ための「対象者認定書」の発行をしています。
　党市議団は「市民に制度が十分活用されてい
ない。もっと周知を強めるべき」と求めました。

要介護者や家族介護者への支援をもれなく
特別障害者手当・介護慰労金などの制度周知を
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　12月から来年２月までの３か月に限
定して市内店舗で利用できるスマート
フォンを利用する電子地域通貨ポイント
事業に党市議団は問題点を指摘して反対
しました。
　最大の反対理由は、昨年市が実施した
プレミアム付き商品券事業のように、希望
する市民が等しく利用できず、マイナン
バーカードやスマートフォン保有者に限定
している点です。１億7820万円の事業予
算で千円から千五百円の登録ポイントや
１万円分のポイントを抽選で付与する事業
内容も、行政の公平性に反するからです。
　今後、市が公共交通などで電子決済を
すすめるための地ならし的な事業にする
意図にも同意できません。


